
 
 

 

千葉県松戸市 

人口：470,028 人 
面積：61.33 ㎢ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 取組の背景 

松戸市総合計画第２次実施計画（計画期間：平成 15 年度～19 年度）では、計画当初

に 229 億円の一般財源不足が生じ、「松戸市行財政改革計画」を平成 15 年 12 月に策定

した。 
この行革計画に基づく行財政改革の推進により、財政の健全化は維持されたものの、

実施計画と併行して行財政改革計画を進めたことにより、結果として、総合計画の目指

す姿や方向性が不明確となった。 
このため、松戸市総合計画第 3 次実施計画（計画期間：平成 20 年度～22 年度）を「選

択と集中」を明確とした戦略的な計画とすることとし、SWOT 分析などの戦略計画手法

の活用に取り組んだ。なお、計画策定の方針としては、次の３つを掲げた。 
① 「選択と集中」を明確とした戦略的な計画とすること 
② 財源の裏づけのある計画とすること 
③ 策定にあたっては、民間の経営手法等を活用すること 

 
 
 
 
 

ＳＷＯＴ分析を活用した総合計画実施計画の策定 

取組の概要 

松戸市総合計画第３次実施計画（計画期間：平成 20 年度～22 年度）の策定にあた

り、民間の経営分析手法である SWOT 分析を行政版に修正して活用した。SWOT
分析は、政策分野ごとに外部環境分析と内部要因分析を実施し、事業を「成長」「改善」

「回避」「撤退」の 4 つの方向性に分類するものであるが、この手法を活用することに

よって、「選択と集中」を明確にした戦略的な実施計画の立案をめざした。 

取組の紹介 



2 取組の具体的内容 

 【実施計画策定の手順】 

 
 【ニーズの把握等経営環境分析】 
 平成 18 年 8 月に、20 歳以上の市内在住 3,000 人を無作為抽出した「第３次実施計画

づくりのための市民ニーズ調査」を実施し、今後のまちづくりの方向性や政策分野ごと

の現状評価と今後の重要度などを調査した。こうして新たに収集した情報や既に市の 

保有する情報を整理し、市民ニーズの増減等を分析する「外部環境分析」、松戸市（行政

及び市民・企業等）の強みと弱みを分析する「内部要因分析」を実施した。 
 
 【SWOT 分析】 

 SWOT 分析とは、市民ニーズや役割の変化（外部環境）と松戸市の状況の変化（内部

要因）からできる４つの軸に評価する手法で、民間では主にマーケティング戦略や企業

戦略立案で使われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【総合計画】

　●基本構想
　●基本計画

【政策目的体系】

　●戦略策定単位

【SWOT分析】

　●包括戦略
　●政策ごと戦略

【財源推計】

　●財源内訳表
　●事業費内訳表

【戦略書シート】

　●戦略シナリオ（取り組み課題）　　●主な成果　　●目標
　●事業費　　●アクションプラン

【実施計画（素案）】

　●取り組み課題　●主な成果
　●目標　●事業費

【事前評価整理表】

　●目的　●対象　●目標
　●事業費　●職員数

ニーズの増減があるもの

全事務事業

経常的なもの



本市では、この手法を自治体版に修正することによって、次の２つの重点化を目指  

した。 
①  市民ニーズが増加していたり、市の役割が拡大している重点領域を選択し、公共と 

しての責任を明確にすること 
②  パートナー分析によって、NPO やコミュニティなどへ委譲や協働を進める領域を 

確定し、行政機能を純化させること 
なお、SWOT 分析は、市全体の包括的な分析のほか、従前から行政評価で使用して  

いた政策目的体系で設定した 23 の政策単位で分析を行った。 
 
 【実施計画書（案）の策定】 
 SWOT 分析からは、「成長」「改善」「回避」「撤退」の４つのマトリックス上に個々の

戦略が導かれる。これを「戦略書シート」というワークシートに整理し、財源内訳も   

含めた具体的な事業プランにまとめ、財源推計と突合した。 
 この事業プランを総合計画の施策の大綱にそって再度、整理し、「第３次実施計画（案）」

を策定した。 
 
 【策定の体制】 

平成 18 年 7 月に、助役を会長とする庁内組織である「第３次実施計画策定会議」を

設置し、計画の立案に関わる意思決定機関とした。 
また、各分野の専門家にそれぞれの見地からの助言を頂くための補助組織として、  

学識経験者などで構成する「第３次実施計画策定有識者会議」を設置し、平成 18 年   

7 月から 19 年 2 月にかけて、作業の各段階において助言を頂いた。 
 
 【策定に要した経費】 
  取組に伴う事業費は、職員の人件費を除き、「市民ニーズ調査委託」に係る経費と有識

者会議の委員報酬や基調講演会開催経費など、約 215 万円となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 【実施計画書の掲載する SWOT 分析の例】 
 



3 取組の効果 

①  影響度や重要度を整理できたので、事業の方向性を示すことができた。また、説明  

理由も明確になった。 
②  他本部の政策についても議論し、現状認識や問題意識を共有化できたので、全体を 

俯瞰し、大きな課題の把握につながった。 
③  ニーズの減少に対応した事業の縮小や、市民や事業者等に委ねていく事業について

も明らかにし、実施計画に組み込むことができた。 
④  毎年度見直しをする枠組みを導入することにより、財源と全体事業費との整合性や、

経済環境の変化に対応する柔軟性が確保された。 
⑤  「目指す成果」「目標」「事業費」を明記することにより、わかりやすい計画と       

なった。 
  
 
4 取組中の課題・問題点 

①  新たな手法であり、先行事例も少なかったため、分析を実施する職員への研修など

を繰り返し実施した。 
②  外部環境や内部要因を分析するための情報が整理されていなかった。 
③  ニーズの増大を把握し対応策を立案することに比べ、ニーズの減少への対応策を  

立案する経験が少なかったため、“事業機会やニーズの減少”に対応した「撤退分野」  

「回避分野」の戦略立案に苦労した。 
④  歳入の伸びが見込めない財政状況において、事業費を財源推計内に抑える調整に時

間を要した。 
 
 
5 住民（職員）の反応・評価 

 （住民） 
①  平成 19 年 7 月に、素案に対する市民意見募集、10 月に、最終案に対するパブリッ

クコメント手続を実施した。実施計画の策定であったため、市民の意見を聞く場とし

ては限定的ではあったが、全体として意見は少なく、総合計画の策定過程においての 

市民意見の反映については今後の課題と考えている。 
（職員） 
②  SWOT 分析など計画の立案に携わった職員（主に各本部の企画管理室職員）と策定

への関与が少なかった職員（主に計画を実践する事業課の職員）の間で、課題の共有

度合いに差が生じている。 
③  SWOT 分析の対象にならない（ニーズの増減のない）経常的な事業について、自発

的に改革・改善を進めることについては、今後の課題と考えている。 
 

 



 

6 今後の課題 

①  SWOT 分析を実施し明らかにできた課題であっても、3 年間の実施計画期間内では、

財政的制約や住民等の環境形成の進行度合いによって対応策を描けないものもあり、

総合計画後期基本計画（計画期間：平成 23 年度～32 年度）において、対応すべきも

のと考えている。 
②  戦略的なマネジメント手法を段階的に取り入れているため、今回は、実施計画の立

案過程においてのみ導入した。今後、後期基本計画の策定過程においても新たな手法

を活用すべきと考えており、その際には、基本計画レベルで設定するビジョンや政策 

目標と、実施計画レベルで設定する取り組み課題の関係を明確にすることが必要と 

考えている。 
③  実施計画で設定した取り組み課題を実践していくためには、各々の職員が、自発的

に、創意工夫しながら事業を推進していける気づきの場の設定など学習する組織づく

りが必要と考えている。 
 
 
7 今後取り組む自治体に向けた助言 

①  SWOT 分析を行政経営に活用する自治体の数はまだ少ないが、情報を整理し、事業

の方向性を導き出す手法としては有効と考えている。本市の場合は、実施計画の立案

が当面の課題であったため、このような活用方法となったが、SWOT 分析の活用を

検討されている団体にあっては、各々の経営課題に対応した活用場面を設定する必要

がある。 
②  SWOT 分析を自治体に合った形で実施するためには、いくつかの必要な修正を行う

必要があるので、独自の手法により職員だけで行う場合には困難に直面するものと 

思われる。 
③  SWOT 分析だけでは、社会的な潮流が明らかでないような政策分野においては、  

戦略を描くことが難しい場合があり、SWOT 分析の限界を理解した上で活用する 

ことが望ましいと思われる。 
 
 
（参考）当該取組内容の関連ホームページ 

松戸市のホームページ（http://www.city.matsudo.chiba.jp/）トップページの「デジ

タル資料館」の「計画・構想」をクリックし、以下「松戸市総合計画」→「実施計画」

→「第３次実施計画」とクリックすると、第３次実施計画関連資料のデータが取得  

可能。 
担当部署：政策調整課 


